
�愛媛県告示第８８０号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び東温市役

所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

四国医療サービス株式会社

高知県高知市南竹島町３５番地

代表取締役社長 吉永 英人

２ 事業場の名称及び所在地

（仮称）四国医療サービス株式会社松山新工場

東温市南野田字若宮４２９番地４８

３ 特定施設に関する事項

� 連続洗濯機

� 脱水機
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発 行 愛 媛 県

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗たく業の用に供
する洗浄施設（２基）

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり６０キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９０

最大 １１２

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６７号 洗たく業の用に供する洗浄施
設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり６０キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし
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� 洗濯脱水機

� 洗濯脱水機

� 洗濯脱水機

� 洗濯脱水機

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗たく業の用に供
する洗浄施設（４基）

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１００キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７６

最大 ９６

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０

最大 ２４

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗たく業の用に供
する洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１００キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗たく業の用に供
する洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり３００キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３８

最大 ４８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２

最大 １６
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� 洗濯脱水機

� 連続洗濯機

� 洗濯脱水機

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗たく業の用に供
する洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり６０キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７７

最大 ９６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３

最大 ５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗たく業の用に供
する洗浄施設（２基）

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり２０キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗たく業の用に供
する洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり５０キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６

最大 ８

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗たく業の用に供
する洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１２０キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに
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� 洗濯脱水機

４ 汚水等の処理施設に関する事項

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０

最大 ２４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６

最大 ８

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗たく業の用に供
する洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり５０キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 活性汚泥方式及び急速ろ過方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２．２メートル 横１９．９メートル
高さ７．４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性汚泥方式及び急速ろ過方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 特になし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９

最大 １０

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９８

最大 １４６

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６４

最大 ９８

通常 １０

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １２

通常 ６

最大 ７

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

通常 ０．３

最大 ０．６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６０

最大 ４５２

通常 ３６０

最大 ４５２
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�愛媛県告示第８８１号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８８２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市梅本地区土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市馬木町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６

最大 ７

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．３

最大 ０．６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６０

最大 ４５２

備考 この他に、雨水排水口が１箇所ある。

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

社会福祉法人恩
賜財団済生会松
山病院

松山市山西町８８０番地２
号

社会福祉法人恩
賜財団済生会支
部愛媛県済生会

平成２２年
４月３０日
まで

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 貞 哲 美 松山市北梅本町３１２３

〃 宮 内 英 世 松山市北梅本町２６４２

〃 八 木 清 文 松山市北梅本町２２７３

〃 森 貞 幹 夫 松山市北梅本町２３３５

〃 森 貞 敬 一 松山市北梅本町９３４

〃 奥 村 敦 視 松山市北梅本町１１５２

〃 奥 村 和 孝 松山市北梅本町乙１９０－１

〃 宮 内 康 二 松山市北梅本町８１３－２

〃 松 本 範 良 松山市平井町３５０６

〃 宮 内 勝 正 松山市南梅本町６０７

〃 家 久 英 雄 松山市南梅本町７５６

〃 宮 内 保 松山市南梅本町７６４

〃 津 川 満 洋 松山市南梅本町７９３

〃 渡 部 寛 一 松山市南梅本町９２６

〃 桑 原 英 信 松山市南梅本町８６３

〃 東 英 雄 松山市南梅本町１０６９

〃 田 中 孝 明 松山市水泥町６９３－１

〃 岡 本 冨士広 東温市西岡９５０－３

監 事 宮 内 賢 三 松山市南梅本町６３０－２

〃 伊 藤 博 松山市北梅本町２０３２－２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 貞 哲 美 松山市北梅本町３１２３

〃 宮 内 英 世 松山市北梅本町２６４２

〃 家 久 一 徳 松山市北梅本町２３０４

〃 森 貞 幹 夫 松山市北梅本町２３３５

〃 森 貞 敬 一 松山市北梅本町９３４

〃 重 松 博 松山市北梅本町３４０２

〃 森 貞 和 男 松山市北梅本町４４

〃 宮 内 康 二 松山市北梅本町８１３－２

〃 松 本 範 良 松山市平井町３５０６

〃 宮 内 直 利 松山市南梅本町４７６

〃 家 久 英 雄 松山市南梅本町７５６

〃 渡 部 敏 彦 松山市南梅本町３９４

〃 津 川 満 洋 松山市南梅本町７９３

〃 渡 部 寛 一 松山市南梅本町９２６

〃 桑 原 英 信 松山市南梅本町８６３

〃 久 保 邦 雄 松山市南梅本町１１３３

〃 野 村 忠 政 松山市水泥町６４３

〃 岡 本 冨士広 東温市西岡９５０－３

監 事 宮 内 賢 三 松山市南梅本町６３０－２

〃 伊 藤 博 松山市北梅本町２０３２－２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 野 本 剛 三 松山市馬木町１５５

〃 大 内 博 久 松山市馬木町１９８－１

〃 野 中 弘 文 松山市馬木町６８－２

〃 須 賀 達 志 松山市馬木町１０６－１

〃 矢 野 幸 夫 松山市馬木町１４３

〃 渡 部 淳 孝 松山市馬木町５２

〃 矢 野 健 次 松山市馬木町３１０

監 事 須 賀 浩一郎 松山市馬木町１１０

〃 須 賀 素 臣 松山市馬木町９３

愛 媛 県 報平成１９年５月８日 第１８５９号

５４５
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�愛媛県告示第８８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市勝岡土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８８５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市久米地区土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８８６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市三町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 野 間 清 友 松山市馬木町２００

〃 矢 野 重 喜 松山市馬木町１３３

〃 矢 野 忠 昭 松山市馬木町１００

〃 須 賀 達 志 松山市馬木町１０６－１

〃 大 内 博 久 松山市馬木町１９８－１

〃 野 中 弘 文 松山市馬木町６８－２

〃 野 本 剛 三 松山市馬木町１５５

監 事 須 賀 浩一郎 松山市馬木町１１０

〃 須 賀 素 臣 松山市馬木町９３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 上 孝 夫 松山市勝岡町１１０２

〃 大 野 勝 利 松山市勝岡町１２６８－２

〃 岡 本 邦 久 松山市勝岡町２５１１

〃 大 野 信 良 松山市勝岡町１２８８－４

〃 徳 永 一 雄 松山市勝岡町２６４１

〃 宮 本 宏 江 松山市勝岡町１０８０－２

監 事 大 野 欽 二 松山市勝岡町１２８７

〃 矢 野 孝 人 松山市勝岡町２５７４－１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 上 孝 夫 松山市勝岡町１１０２

〃 大 野 欽 二 松山市勝岡町１２８７

〃 岡 本 邦 久 松山市勝岡町２５１１

〃 大 野 信 良 松山市勝岡町１２８８－４

〃 徳 永 完 二 松山市勝岡町１１１４

〃 藤 井 英 戸 松山市勝岡町２６６６－２

監 事 岡 本 米 雄 松山市勝岡町２５６２

〃 矢 野 孝 人 松山市勝岡町２５７４－１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 三 好 通 昭 松山市来住町２２８

〃 安 永 公 志 松山市鷹子町９１３

〃 河 本 盛 玄 松山市久米窪田町１１７１－２

〃 渡 部 宰 松山市久米窪田町１３２－１

〃 池 川 泰 伸 松山市高井町８５６

〃 窪 田 昌 訓 松山市南土居町４１７

〃 戒 能 豊 和 松山市来住町４６２－３

〃 窪 田 敏 夫 松山市福音寺町５０－１

〃 仙 波 正 彦 松山市北久米町４４１

〃 赤 松 敏 男 松山市南久米町１８８

監 事 田 中 利 徳 松山市北久米町５２６

〃 石 川 千代志 松山市南久米町５５９

〃 中須賀 修 一 松山市久米窪田町６５２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 三 好 通 昭 松山市来住町２２８

〃 戒 能 寛 松山市鷹子町１１７４－３

〃 河 本 盛 玄 松山市久米窪田町１１７１－２

〃 池 川 光 明 松山市高井町８８３

〃 田 中 憲 夫 松山市久米窪田町１７８

〃 臼 坂 佑 一 松山市南土居町３１３

〃 岸 洋 文 松山市来住町７９３

〃 窪 田 毅 松山市福音寺町２６３－３

〃 花 山 正 明 松山市北久米町６１８

〃 安 永 洋 明 松山市南久米町４３３

監 事 安 井 博 志 松山市久米窪田町２９９

〃 高 橋 功 松山市南土居町９３－１

〃 池 田 準 二 松山市福音寺町２５８

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 竹 村 元 収 松山市三町三丁目１４－１５

〃 三 好 博 臣 松山市三町三丁目１３－２８

〃 三 好 健次郎 松山市三町二丁目１３－２６

〃 村 上 健 一 松山市三町一丁目３－１０

〃 日 野 哲 雄 松山市三町二丁目４－１０

〃 石 丸 巽 松山市三町三丁目１６－２４

〃 高 石 年 雄 松山市三町二丁目１５－１２

監 事 池 田 恒 隆 松山市三町三丁目１５－２３

〃 大 西 敏 明 松山市三町三丁目６－１５

愛 媛 県 報平成１９年５月８日 第１８５９号
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�愛媛県告示第８８７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市太山寺土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８８８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市畑寺土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市和気浜土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 池 田 恒 隆 松山市三町三丁目１５－２３

〃 三 好 博 臣 松山市三町三丁目１３－２８

〃 大 西 敏 明 松山市三町三丁目６－１５

〃 竹 村 寿 雄 松山市三町二丁目４－７

〃 日 野 哲 雄 松山市三町二丁目４－１０

〃 石 丸 巽 松山市三町三丁目１６－２４

〃 首 藤 洋 松山市三町二丁目５－３

監 事 中 田 弌 弘 松山市三町二丁目３－２

〃 村 上 好 正 松山市三町三丁目５－２８

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 小 池 了 松山市太山寺町１８７４

〃 渡 部 勝 廣 松山市太山寺町１７４０

〃 須之内 康 展 松山市太山寺町１０２９

〃 武 智 大三郎 松山市太山寺町５６８

〃 須之内 昭 吉 松山市太山寺町１０２４

〃 村 上 伸 二 松山市太山寺町２３０３－１

〃 岡 本 大 三 松山市勝岡町２５７２

〃 武 智 二三四 松山市太山寺町５４１

〃 渡 部 純 松山市太山寺町１４８２－３

〃 戒 田 政 清 松山市太山寺町１５４２－４

〃 山 口 祐 記 松山市太山寺町２２８９－１

〃 田 中 光 直 松山市勝岡町２７３６

監 事 岡 本 � 朗 松山市勝岡町２５４６

〃 上 森 光 明 松山市太山寺町７２１－１

〃 和 田 庄 司 松山市太山寺町１８８５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 小 池 了 松山市太山寺町１８７４

〃 渡 部 勝 廣 松山市太山寺町１７４０

〃 山 口 忠 弘 松山市太山寺町１３４５－２

〃 岡 本 大 三 松山市勝岡町２５７２

〃 平 岡 秀 和 松山市太山寺町２４９２－１

〃 村 上 伸 二 松山市太山寺町２３０３－１

〃 上 森 光 明 松山市太山寺町７２１－１

〃 門 間 正 松山市太山寺町５７０－２

〃 山 口 勝 博 松山市太山寺町２３３９－２

〃 戒 田 政 清 松山市太山寺町１５４２－４

〃 門 間 善 篤 松山市太山寺町５６９－２

〃 田 中 光 直 松山市勝岡町２７３６

監 事 岡 本 � 朗 松山市勝岡町２５４６

〃 渡 部 晴 雄 松山市太山寺町１１９８－４

〃 和 田 庄 司 松山市太山寺町１８８５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 朝 山 春 一 松山市畑寺四丁目４－３

〃 赤 松 博 光 松山市畑寺一丁目１－１

〃 江 戸 貴 幸 松山市畑寺三丁目１５－３２

〃 朝 山 和 孝 松山市畑寺四丁目３－２４

〃 高 田 敏 充 松山市畑寺一丁目５－１

〃 林 賢 二 松山市畑寺二丁目１６－３

〃 江 戸 正 一 松山市畑寺三丁目１５－１３

〃 江 戸 通 敏 松山市畑寺二丁目８－２７

〃 江 戸 幸 男 松山市畑寺三丁目１７－２５

監 事 山 本 章 二 松山市畑寺二丁目１０－３

〃 森 川 恵 克 松山市畑寺一丁目１－６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 朝 山 春 一 松山市畑寺四丁目４－３

〃 赤 松 博 光 松山市畑寺一丁目１－１

〃 江 戸 貴 幸 松山市畑寺三丁目１５－３２

〃 朝 山 和 孝 松山市畑寺四丁目３－２４

〃 橋 本 稔 松山市畑寺四丁目２－１８

〃 林 賢 二 松山市畑寺二丁目１６－３

〃 江 戸 正 一 松山市畑寺三丁目１５－１３

〃 江 戸 通 敏 松山市畑寺二丁目８－２７

〃 江 戸 幸 男 松山市畑寺三丁目１７－２５

監 事 山 本 章 二 松山市畑寺二丁目１０－３

〃 森 川 恵 克 松山市畑寺一丁目１－６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 芳 野 英 治 松山市和気町一丁目１９７

〃 芳 野 勝 志 松山市和気町二丁目９４９

〃 芳 野 宏 史 松山市和気町一丁目１２０－１

愛 媛 県 報平成１９年５月８日 第１８５９号
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�愛媛県告示第８９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第５７条の２第１項の規定に

より、道前平野土地改良区の中山川取水堰（電気施設、通信施設、

その他の附帯施設を含む。以下「頭首工」という。）の管理規程を

認可したので、同条第４項の規定に基づき、当該管理規程の概要を

次のとおり公告する。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 取水に関する事項

� 頭首工地点における河川の水位（以下「頭首工の水位」とい

う。）は、標高９４．００メートルを上限とし、標高８６．３８８メート

ルを下限とする。

� 頭首工管理責任者（以下「管理者」という。）は、前号に規

定する水位の範囲内でかんがい用水等の取水を行い、かつ、河

川の流量を努めて恒常的に維持させるものとする。

� 毎年６月６日から１０月６日までの期間をかんがい期間とする。

� 管理者は、かんがい期間中において、気象、水象及びかんが

いの状況を考慮して受益地に必要な水量を取水するものとする。

� 頭首工地点からの補給水量の取水は、最大毎秒５．３７立方メー

トルとする。

ただし、下流現存取水口から取水している場合は、この取水

量を差引き取水するものとする。

２ その他管理規程に記載されている事項

� ゲートの操作、点検及び整備に関する事項

ア 取入ゲート及び土砂吐ゲートの開閉は、停電その他の事故

等によりやむを得ず手動操作とするほかは、電気駆動とする

こと。

イ かんがい用水の取水を行うときは、頭首工の水位及び取水

量に応じて取入ゲートの開度を調節して行うものとする。

ウ 取入ゲートの開閉は、取水量の僅少なる場合又は特別の理

由がある場合を除き均等なる開度を保って行うものとする。

エ 土砂吐ゲートは常時全閉しておくものとする。ただし、次

の場合に限りこれを操作することができる。

� 取入ゲートが故障したとき。

� 土砂吐ゲートの点検修理のとき。

� 頭首工上流の土砂の堆積により取水不能のとき。

オ 管理者は、堰体、ゲート、ゲートを操作するために必要な

機械及び器具、通信連絡及び観測のために必要な設備、管理

のために必要な車輌並びにこれらの操作のために必要な資材

を常に良好な状態に保つため、その点検及び整備を行わなけ

ればならない。

� 緊急事態における措置に関する事項

ア 管理者は、次の各号の一に該当する場合においては、洪水

警戒体制をとらなければならない。

� 松山地方気象台から関係地域に対して降雨に関する注意

報又は警報が発せられたとき。

� その他洪水が予想されるとき。

� 松山発電工水管理事務所長から洪水警戒の連絡があった

とき。

イ 管理者は、洪水警戒体制をとるときは、道前平野土地改良

区理事長（以下「理事長」という。）の指示を受け職員を呼

集してそれぞれ担当部署に配置し、次の各号に掲げる措置を

とらなければならない。

� 関係の気象台、西条市、土地改良区その他の関係機関と

の連絡並びに気象、水象に関する観測及び情報の収集を密

接に行うこと。

� ゲート並びにゲートの操作に必要な機械及び器具の点検

整備、予備電源設備の試運転その他頭首工の操作に関し必

要な措置をとること。

� 幹線用水路への土砂流入防止のため、必要な措置をとる

こと。

ウ 管理者は、気象庁により愛媛県西条市において震度階級４

以上の地震が発表されたときは、直ちに堤体等の異常の有無

を点検し、異常を認めたときは速やかに必要な措置をとらな

ければならない。

エ 管理者は、かんがい期間において異常渇水等によって必要

な水量を取水することが困難な場合には、理事長に報告し、

その指示を受けて適切な措置をとらなければならない。

� その他施設の管理に関し必要な事項

管理者は、頭首工管理日誌を備え、次の各号に掲げる事項に

ついて記録しなければならない。

ア 気象（天候、降雨量）

イ 水象（水位）

ウ 取水量

エ ゲートの操作の時刻及び開度

オ 点検及び整備に関する事項

カ その他頭首工の管理に関する事項

�������
�愛媛県告示第８９１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、松山広域都市計画下水道事業松山公共下水道（松山市施行）の

事業計画の変更を次のように認可した。

〃 芳 野 正 光 松山市和気町一丁目１１６－３

〃 芳 野 恵 三 松山市和気町二丁目１０１９

〃 河 内 正 利 松山市和気町二丁目１０３３

〃 芳 野 龍 男 松山市和気町一丁目２２０

〃 小笠原 壮 一 松山市和気町二丁目１０１４

監 事 岡 本 常 紀 松山市和気町一丁目２－１

〃 芳 野 徹 松山市和気町一丁目２１９

〃 芳之内 一 磨 松山市和気町二丁目９７０

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 芳 野 英 治 松山市和気町一丁目１９７

〃 芳 野 勝 志 松山市和気町二丁目９４９

〃 芳 野 宏 史 松山市和気町一丁目１２０－１

〃 芳 野 速 松山市和気町二丁目１０２６－３

〃 芳 野 徹 松山市和気町一丁目２１９

〃 河 内 正 利 松山市和気町二丁目１０３３

〃 芳 野 龍 男 松山市和気町一丁目２２０

〃 小笠原 壮 一 松山市和気町二丁目１０１４

監 事 岡 本 常 紀 松山市和気町一丁目２－１

〃 芳 野 省 三 松山市和気町一丁目１９９

〃 芳之内 一 磨 松山市和気町二丁目９７０

愛 媛 県 報平成１９年５月８日 第１８５９号
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平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

昭和３３年１０月１５日から

平成２３年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

（中央排水区）松山市

保免二丁目、南江戸四丁目、生石町、朝生田町六丁目、朝

生田町七丁目、和泉南一丁目、西石井一丁目

（西部排水区）松山市

西垣生町、別府町、大可賀三丁目、神田町、三杉町、南吉

田町

（北部排水区）松山市

堀江町、和気町二丁目、勝岡町、太山寺町、和気町一丁目

� 使用の部分

（中央排水区）松山市

南江戸四丁目から小坂五丁目までの区間内、生石町から和

泉北一丁目までの区間内、土居田町から保免中二丁目まで

の区間内、保免中二丁目から古川西一丁目までの区間内

（西部排水区）松山市

南吉田町から東垣生町までの区間内、東垣生町から南吉田

町までの区間内、南吉田町から北吉田町までの区間内、北

吉田町から別府町までの区間内、別府町から大可賀三丁目

までの区間内

（北部排水区）松山市

和気町二丁目から和気町一丁目までの区間内、和気町一丁

目

�公 告

毒物劇物取扱者試験の実施について

愛媛県毒物劇物取扱者試験規則（昭和２６年愛媛県規則第２６号）第

４条第１項の規定により、平成１９年毒物劇物取扱者試験を次のとお

り実施する。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成１９年８月２１日（火）午後１時３０分

２ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁

３ 受験願書の提出期間

平成１９年６月１８日（月）から２２日（金）まで。ただし、郵送に

よる場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

請求先 保健所（松山市の区域にあっては、松山保健所。以下同

じ。）又は愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課

提出先 県内に居住する者は、住所地を管轄する保健所、県外に

居住する者は、愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課

�公 告

調理師試験の実施について

調理師法（昭和３３年法律第１４７号）第３条の２第１項の規定によ

る平成１９年度調理師試験を次のとおり実施する。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成１９年８月２４日（金）１３時３０分

２ 試験の場所

松山市真砂町１番地 愛媛県立松山工業高等学校

３ 受験願書の提出期間

平成１９年６月２６日（火）から７月６日（金）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者

については愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。
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�公 告

製菓衛生師試験の施行について

製菓衛生師法（昭和４１年法律第１１５号）第４条第１項の規定によ

る平成１９年度製菓衛生師試験を次のとおり施行する。

平成１９年５月８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成１９年７月１９日（木）１３時００分

２ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

３ 受験願書の提出期間

平成１９年６月１１日（月）から６月２２日（金）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者

については愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

平成１９年５月８日 発行
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